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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　付加製造用の装置（１００）であって、
　レーザービーム（１１２）による材料加工のためのレーザー装置（１１０）であって、
前記レーザービーム（１１２）をワークピース（１０）の加工領域上に向けるように構成
されているレーザー装置（１１０）；
　供給材料のための少なくとも１つの供給装置（１３０）であって、前記供給材料を前記
加工領域に供給するように構成されている供給装置；及び
　干渉計（１４０）を備えた干渉計ユニットであって、少なくとも１つの光学的測定ビー
ム（１４２）により前記ワークピース（１０）の表面までの距離を測定するように構成さ
れている干渉計ユニット
　を備えていることを特徴とする付加製造用の装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の装置（１００）であって、前記干渉計ユニットが、生成された溶接ビ
ード（１２）の大きさ、生成された溶接ビード（１２）の高さ、生成された溶接ビード（
１２）の位置、前記ワークピース（１０）の表面の位置及び前記ワークピース（１０）の
表面の形状を含む群から選ばれる少なくとも１つの物理変数を、前記距離測定により、決
定するように構成されている装置。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の装置（１００）であって、前記干渉計ユニットが、前記ワーク
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ピース（１０）の前記加工領域までの距離及び／又は前記加工領域に隣接する前記ワーク
ピース（１０）の領域までの距離を測定するように構成されている装置。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の装置（１００）であって、更に、少なくとももう
１つの追加の物理変数を検出するための検出手段を備え、
　前記追加の物理変数が、前記供給材料の供給流量、前記供給装置の供給速度、レーザー
出力、前記レーザービーム（１１２）の焦点直径、熔融溜りの寸法及び前記熔融溜りの温
度から選択されることを特徴とする装置。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の装置であって、
　溶接プロセスの少なくとも１つの物理変数（１０９６）の検出のための検出手段（１０
９７）並びに、前記少なくとも１つの検出された物理変数（１０６０）及び／又はその変
化の関数として、少なくとも１つのプロセスパラメータ（１０６０）を調整するための作
動手段を備え、
　レーザー金属蒸着用の加工ヘッド（１０９０）並びに距離検出装置（１００９７）を備
え、前記距離検出装置は、前記部品（１０２０）からの前記加工ヘッド（１０９０）の距
離の測定用に構成されており、及び／又は前記距離検出装置は、干渉断層撮影装置（１０
９７）を備えるか又は干渉断層撮影装置と光学的に結合されている、
部品（１０２０）の付加レーザー金属蒸着（１０９５）用の装置（１０３５）であること
を特徴とする装置。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載の装置（１００）であって、
　前記装置が、前記干渉計ユニットによって測定された距離に基づいて、及び／又は前記
少なくとも１つの決定された物理変数に基づいて、及び／又は前記少なくとも１つの検出
された物理変数に基づいて、前記レーザー装置（１１０）及び／又は前記少なくとも１つ
の供給装置（１３０）を制御するように構成されている制御部を備えることを特徴とする
装置。
【請求項７】
　請求項６に記載の装置（１００）であって、
　前記制御部が、少なくとも１つのプロセス入力変数を制御することによって、前記レー
ザー装置（１１０）及び／又は前記少なくとも１つの供給装置（１３０）を制御するよう
に、構成されており、
　ここで、前記プロセス入力変数は、前記ワークピース（１０）に対する前記装置の移動
方向、前記ワークピース（１０）に対する移動速度、前記供給装置（１３０）の供給速度
、前記供給材料の供給流量、粉末流速、粉末量、粉末組成、粉末供給方向、ワイヤ供給方
向、ワイヤ送り速度、ワーキングディスタンス、プロセスガス組成、プロセスガス圧、レ
ーザー焦点直径、光軸の位置、レーザー焦点位置、レーザーパルス幅、及びレーザー出力
から選択される、
　ことを特徴とする装置。
【請求項８】
　請求項６又は７に記載の装置（１００）であって、
　前記制御部が、前記加工領域又は前記溶接ビード（１２）又は前記付加製造プロセスの
モデルからのずれが最大閾値未満に維持され及び／又は極小となるように、少なくとも１
つのプロセス変数を調整するように、構成されていることを特徴とする装置。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の装置（１００）であって、
　前記干渉計（１４０）が、コヒーレンス干渉計又は低コヒーレンス干渉計であり、
及び／又は
　前記干渉計（１４０）が、前記レーザー装置（１１０）のビーム経路に前記光学的測定
ビーム（１４２）をカップリングするように構成されており、又は
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　前記干渉計（１４０）が、前記光学的測定ビーム（１４２）のための、前記レーザー装
置（１１０）の前記ビーム経路から分離された、ビーム経路を備える、
　ことを特徴とする装置。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか１項に記載の装置（１００）であって、
　前記干渉計（１４０）が、前記光学的測定ビーム（１４２）を前記レーザービーム（１
１２）に対して固定して提供するように構成されており、及び／又は、
　前記干渉計（１４０）が、前記光学的測定ビーム（１４２）を前記レーザービーム（１
１２）に対して可動的に提供するように構成されており、及び／又は、
　前記干渉計が、前記少なくとも１つの光学的測定ビーム（１４２）を、先行領域での１
つの位置と後続領域での１つの位置との間で、直線的又は円軌道で前後に移動させるよう
に構成されている、
　ことを特徴とする装置。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の装置であって、
　前記光学的測定ビーム（１４２）の波長領域の少なくとも１つの中央波長が、１，５５
０ｎｍ、１，３１０ｎｍ、１，０８０ｎｍ、１，０３０ｎｍ及び／又は８３０ｎｍである
ことを特徴とする装置。
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれか１項に記載の装置（１００）であって、
　前記少なくとも１つの供給装置（１３０，７３０）が、供給材料として粉末又はワイヤ
（７３１）を供給するように構成されており、及び／又は、環状ジェット粉末ノズル（３
３０）、多重ジェット粉末ノズル（５３０）及び軸外粉末ノズルからなるグループから選
択されることを特徴とする装置。
【請求項１３】
　請求項１～１２のいずれか１項に記載の装置（１００）であって、
　前記装置（１００）が、レーザー金属蒸着ヘッドであることを特徴とする装置。
【請求項１４】
　請求項１～１３のいずれか１項に記載の装置を用いた、部品（１０２０）の付加レーザ
ー金属蒸着用の方法であって、
　前記レーザー金属蒸着の間に溶接プロセスの少なくとも１つの物理変数（１０９６）が
検出され、検出された該少なくとも１つの物理変数（１０９６）及び／又はその変化に依
存して、前記方法の少なくとも１つのプロセス変数（１０６０）が調整されることを特徴
とする方法。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の方法であって、
　前記物理的な変数（１０９６）が、少なくとも、前記溶接プロセスの間に製造された部
品（１０２０）の幾何形状変数（１０９６）及び／又はこれから派生した変数及び／又は
前記レーザー金属蒸着の間に堆積された層の高さ及び／又はこれから派生した変数である
ことを特徴とする方法。
【請求項１６】
　請求項１４又は１５に記載の方法であって、
　レーザー金属蒸着のために、溶接材料用の供給装置（２１６５）が使用され、
　前記少なくとも１つの物理変数は、少なくとも、当該供給装置（２１６５）の供給流量
及び／又は供給速度及び／又は前述の変数の１つ以上から派生した変数であり、
　及び／又は
前記少なくとも１つの物理変数が、少なくとも、前記レーザー（１０３０）の出力及び／
又は前記レーザー（１０３０）の焦点の寸法及び／又は前述の変数の１つ以上から派生し
た変数である、
　ことを特徴とする方法。
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【請求項１７】
　請求項１４～１６のいずれか１項に記載の方法であって、
　前記レーザー金属蒸着が、熔融溜り（２１４０）を用いて行なわれ、前記少なくとも１
つの物理変数が、少なくとも、前記熔融溜り（２１４０）の寸法及び／又はこれから派生
した変数であり、
　及び／又は
　前記レーザー金属蒸着では、加工ヘッド（９０）が使用され、そして前記少なくとも１
つの変数は、前記部品（２０）からの前記加工ヘッド（９０）の距離及び／又はこれから
派生した変数であり、
　及び／又は
前記少なくとも１つのプロセス変数（１０６０）が、部品（１０２０）に対する前記レー
ザー（１０３０）の焦点の位置及び／又は当該焦点の位置の時間的変化及び／又はこれか
ら派生した変数である、
　ことを特徴とする方法。
【請求項１８】
　請求項１４～１７のいずれか１項に記載の方法であって、
　前記少なくとも１つのプロセス変数（１０６０）が、前記部品（１０２０）のモデル及
び／又は前記レーザー金属蒸着（１０９５）のモデルからのずれが最大閾値未満に維持さ
れ及び／又は極小とされるように、調整されることを特徴とする方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は付加製造用の装置及び方法に関する。本開示は、特にレーザークラッディング
（レーザー金属蒸着（ＬＭＤ）用の装置及び方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　レーザークラッディング（レーザー金属蒸着、ＬＭＤ又はクラッディング）は、ワーク
ピース上に材料を堆積するためにレーザービーム及び供給材料を使用する。レーザービー
ムは、ワークピースの表面上に熔融溜り（Ｓｃｈｍｅｌｚｂａｄ）を生成する。ノズルか
ら金属粉末又は金属ワイヤが導入される。互いに溶接された材料領域が生成し、これは現
存のワークピース上の構造又は新たな構造をもたらす。
【０００３】
　レーザー金属蒸着を用いて積層すること及び３次元の層構造を作り出すことは、知られ
ている。一方、複雑な３次元の部品もレーザー金属蒸着を用いて製造されている。レーザ
ー金属蒸着は、多数のプロセス変数の精密な調整を必要とし、この際、動作点の付近のプ
ロセス変数の小さな領域においてのみ、満足できる製造を行なうことができる。これに対
応して、現在、レーザー金属蒸着の際にプロセス変数を適切に調整することに対する高度
な要求が生じている。
【０００４】
　プロセス制御及びプロセス監視用に、例えば溶接された又は堆積された材料領域につい
て、相互作用領域又は熔融溜りからの輻射又はその幾何形状を検査するための測定技術を
用いることができる。例えば熔融溜りの幾何形状解析用のカメラベースの方法又は温度測
定用のパイロメータベースの方法のような公知の方法は、相互作用プロセスからの二次輻
射に基づいており、絶対的な幾何形状に関して全く情報をもたらさないか又は非常に限定
された情報しかもたらさない。付加製造された部品又は付加製造された溶接ビードの高さ
及び／又は完全な幾何形状のデータは、加工品質を特徴づけるための及び／又はプロセス
制御のための価値のある情報である。
【０００５】
　特許文献１からは、例えばガスタービン部品、例えばローター翼又はガイド翼、のよう
な部品の製造用及び／又は修理用の方法が知られており、この方法では除去及び付加の処
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理ステップが組み合わされて１つのハイブリッド処理になっている。上記で示したパイロ
メータを使用したオンラインモニタリングによって、外形、温度、材料及び／又は表面状
態のようなプロセス変数をチェックし、制御することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】独国特許出願公開第１０２０１４２１９６５６Ａ１号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本開示の課題は、付加製造用の装置及び方法を提供することであり、これらは改善され
たプロセス制御、特にプロセス規制及び／又はプロセス、を提供する。特に、本発明の課
題は、ワークピースに溶接された材料領域又は生成された構造の表面形状を確定すること
である。更に、本発明の課題は、レーザー金属蒸着用の改善された方法及び改善された製
造装置を確立することであり、ここで、特に３次元部品の信頼性のある製造が可能となる
。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　これらの課題は、独立請求項に記載の主題及び本発明の諸態様によって解決される。本
発明の有利な実施形態は、下位請求項に示されている。
【０００９】
　１つの態様によれば、付加製造用の装置が示される。この装置は、レーザービームを用
いた材料加工用の、レーザービームをワークピースの加工領域に向けるように構成されて
いる、レーザー装置、例えばレーザー加工ヘッド、と、供給材料を加工領域に供給するよ
うに構成されている、供給材料のための少なくとも１つの供給装置と、少なくとも１つの
光学的測定ビームを用いてワークピースの表面、例えばこのワークピースまでの距離、又
は本装置とこのワークピースの表面との間の距離、及び／又はこのワークピース表面の形
状、を測定するように構成されている干渉計ユニットとを備えている。
【００１０】
　別の実施形態によれば、付加製造用の方法が示される。本方法は、ワークピースの加工
領域にレーザービームを向けるステップと、加工領域へ供給材料を供給するステップと、
干渉計ユニットを使用したこのワークピースの表面を測定する、例えば、このワークピー
スまでの距離及び／又はこのワークピース表面の形状を測定する、ステップとを備える。
【００１１】
　好ましい実施形態によれば、少なくとも１つの光学的測定ビームは、レーザービームに
対して固定されて提供されていてよい。或いは、少なくとも１つの光学的測定ビームは、
レーザービームに対し動的に、即ち、可動的に、提供されていてよい。換言すれば、この
光学的測定ビームは、所定の走査動作を行ない又は走査図に沿って移動する。干渉計ユニ
ットは、基準ビーム及び光学的測定ビームを提供するための干渉計を備えてよい。更に、
この干渉計ユニットは、干渉計によって検出されたデータの評価用の評価ユニットを備え
てよい。特に、この干渉計ユニットは、光学的測定ビームが、例えば特に直線的動作又は
回転動作といった移動を、個別に又は組み合わせて行なえるように構成されている干渉計
を備えてよい。この測定ビームによって行なわれる走査動作は、従って、円状又は直線状
又は８の字形状であってもよい。直線状の走査動作は、加工方向に対して平行であってよ
く又はこれに対して角度を有していてよい。この光学的測定ビームは、先行して及び／又
は後続して及び／又は熔融溜りを通って案内されてよい。２つ以上の光学的測定ビームは
、互いに依存して又は互いに独立して移動することができる。一例では、例えば加工方向
におけるレーザービームのビーム軸の回りに、２つ以上の測定ビームが一緒に回転動作を
行なってよい。
【００１２】
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　例えば、２つの光学的測定ビームが、１つが先行して、そして１つが後続して用いられ
てよい。この目的のため、光学的測定ビームが、２つの部分ビームに分割されていてよく
、これらは同時に、先行して及び後続して案内されてよい。これらの部分ビームは、可動
的に設けられていてよい。
【００１３】
　少なくとも１つの光学的測定ビームは、以下の波長：１５５０ｎｍ、１３１０ｎｍ、１
０８０ｎｍ、１０３０ｎｍ及び８３０ｎｍの１つ以上を含んでよい。これらの波長は、光
学的測定ビームに適した波長領域の中央波長であってよい。
【００１４】
　好ましい実施形態においては、干渉計ユニットは、距離測定に基づいて、ワークピース
の表面の位置及び／又はワークピースの表面形状を確定するように構成されていてよい。
【００１５】
　更に、干渉計ユニットは、ワークピースの加工領域までの距離及び／又はこの加工領域
に隣接するこのワークピースの１つの領域までの距離を測定するように構成されていてよ
い。
【００１６】
　干渉計は、コヒーレンス干渉計又は低コヒーレンス干渉計を備えてよい。
【００１７】
　干渉計は、少なくとも１つの光学的測定ビームをレーザー装置のビーム経路にカップリ
ングするように構成されていてよい。干渉計は、このレーザー装置のビーム経路から分離
された、光学的測定ビームのためのビーム経路を備えてもよい。
【００１８】
　１つの実施例においては、少なくとも１つの供給装置が、供給材料として粉末又はワイ
ヤを供給するように構成されていてよい。
【００１９】
　少なくとも１つの供給装置は、環状ジェットパウダーノズル、多重ジェットパウダーノ
ズル及び軸外パウダーノズルからなるグループから選択されていてよい。
【００２０】
　もう１つの実施例においては、少なくとも１つの光学的測定ビーム及びレーザービーム
が同軸に又は実質的に同軸になっていてよい。しかしながら、これに代えて又は追加して
、光学的測定ビームは、レーザービームに対して又はレーザー装置の光軸に対して傾いて
いてもよい。
【００２１】
　干渉計は、少なくとも１つの光学的測定ビームをレーザービームに対して固定して提供
するように構成されていてよい。これに代えて又は追加して、干渉計は、光学的測定ビー
ムをレーザービームに対して可動的に提供するように構成されていてよい。
【００２２】
　もう１つの実施例においては、レーザー装置及び／又は少なくとも１つの供給装置を、
干渉計ユニットによって測定された距離に基づいて、制御する制御装置が設けられていて
よい。
【００２３】
　例えば、この制御部は、ワークピースに対する装置の移動方向、ワークピースに対する
移動速度、粉末流速、粉末量、粉末組成、粉末供給方向、ワイヤ供給方向、ワイヤ前進速
度、作動距離、プロセスガス組成、プロセスガス圧、レーザー焦点直径、光軸の位置、レ
ーザー焦点位置、レーザーパルス幅及びレーザー出力から選択した少なくとも１つのプロ
セス入力変数を調節するように、構成されていてよい。
【００２４】
　本発明による装置は、レーザー金属蒸着ヘッドであってよく、又は、これを備える装置
であってよい。
【００２５】
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　本発明による装置は、レーザー金属蒸着（ＬＭＤ）又はクラッディングのための方法用
に構成されていてよい。本発明による方法は、レーザー金属蒸着（ＬＭＤ）又はクラッデ
ィングのための方法を備えてよい。
【００２６】
　本装置は、付加製造の間に、即ち、レーザー金属蒸着の間に、製造プロセスの少なくと
も１つの物理変数、例えば、ワークピース表面の位置及び／又は形状、及び／又はこのプ
ロセスの間に製造される溶接ビード（部品とも呼ばれる）の幾何学的変数、及び／又はこ
れから派生する変数、及び／又は堆積された層の高さ、及び／又はこれから派生する変数
を、距離測定から決定するように、構成されていてよい。その代わりに、１つ以上の追加
的な物理変数、例えばレーザー出力、及び／又はレーザー焦点の寸法、及び／又は供給材
料の供給速度、及び／又は供給材料の材料流量、及び／又はプロセスの間に生じる熔融溜
りの寸法、即ち、直径、及び／又はこの熔融溜りの温度、及び／又は前述の変数の１つ以
上から派生した変数等が検出されてもよい。この目的のため、対応する検出手段が設けら
れていてよい。
【００２７】
　少なくとも１つの物理変数は、連続的に又は最大１００ミリ秒、好ましくは最大２０ミ
リ秒、の時間間隔で、好適には最大５ミリ秒の時間間隔で、有利には等時間間隔で検出又
は特定されてよい。
【００２８】
　更に、本装置は、少なくとも１つの特定された又は検出された物理変数及び／又はその
変化に依存して、例えば焦点位置及び／又はレーザー出力等の、付加製造の少なくとも１
つのプロセス変数を調整するように、構成されていてよい。
【００２９】
　この少なくとも１つのプロセス変数は、加工領域又は溶接ビードのモデルからのずれ及
び／又は付加製造プロセスのモデルからのずれが最大閾値未満に維持され及び／又は極小
とされるように、好ましくは１つの制御方法を用いて、調整されてよい。この目的のため
、本装置は、調整装置及び／又は制御装置を備えてよく、これらは、モデルからのずれが
最大閾値未満に維持されるように、そして好ましくは極小化されるように、少なくとも１
つのプロセス変数を調整するように構成されている。
【００３０】
　本発明のもう１つの態様によれば、レーザーを用いた、部品の付加的レーザー金属蒸着
の方法が提示され、この方法は、レーザー金属蒸着の間の溶接プロセスの少なくとも１つ
の物理変数を検出するステップと、この検出された少なくとも１つの物理変数及び／又は
その変化に依存して、本方法の少なくとも１つのプロセス変数を設定するステップと、を
備える。
【００３１】
　付加的レーザー金属蒸着とは、本出願の範囲においては、好適にはレーザー金属蒸着を
用いた好ましくは３次元の構造の付加製造のことを意味する。溶接プロセスなる用語は、
好適には、このレーザー金属蒸着の工程を意味する。
【００３２】
　本発明による方法を用いて、ずれやその他の障害の作用によるレーザー金属蒸着の物理
変数の変化の際にも、部品を精密に製造することができる。本発明による方法によれば、
部品の目標形状からのずれを小さくすることができる。その結果、物理変数の値又はその
変化に基づいたプロセス変数の調整により、高い製造品質及び高いプロセス信頼性を達成
することができる。
【００３３】
　特に、本発明による方法を用いて、レーザー金属蒸着により、３次元の層構造及び部品
を製造することができ、ここでは、多数のプロセス変数を正確に適合させて調整すること
ができるので、目的とする部品幾何形状を実現することができる。本発明による方法を用
いて、もっと複雑な部品の付加製造も、産業用途に必要な信頼性のもとに、容易に実現す
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ることができる。
【００３４】
　好ましくは、本発明による方法における物理変数は、溶接プロセスの間に製造される部
品の少なくとも１つの幾何形状変数及び／又はこれから派生した変数、及び／又はレーザ
ー金属蒸着の際に堆積される層の高さ及び／又はこれから派生した変数である。特に好ま
しくは、本発明による方法における少なくとも１つの幾何形状変数は、レーザー金属蒸着
用に使用され、部品に当てられるレーザーのビーム方向に向いた方向における部品又は層
の高さである。好適には、レーザー金属蒸着用に加工ヘッドが使用される。有利には、こ
の加工ヘッドにより、適切にはコヒーレンス断層撮影法を用いて、この加工ヘッドと部品
との距離測定が可能となる。このようにして部品と加工ヘッドとの距離を非接触で測定す
ることができる。有利には、基準位置、例えば部品の加工ヘッドに向いていない面の部位
又は部品のこの面が当接する基板の部位等、に対する加工ヘッドの位置が分かっていれば
、部品と加工ヘッドとの距離から、この加工ヘッドへの方向における部品の高さを容易に
確定することができる。好適には、製造装置は、このような基準位置に対する加工ヘッド
の相対位置を検出するように構成されている。
【００３５】
　好ましくは、本発明の範囲においては、「部品の高さ」とは、レーザー金属蒸着の際の
材料堆積の部位で現在達成されている高さを意味している。３Ｄ印刷で知られているよう
に、本発明による付加レーザー金属蒸着用の方法では、部品は、好ましくは層状に製造さ
れ、ここで、複数の層が次々に続いて重なって取り付けられる。この目的のため、好まし
くは、部品のＣＡＤモデルを用いて、ＣＡＭモデル（ＣＡＭ＝Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ａｉｄ
ｅｄ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ：コンピュータ支援製造）が生成され、これは、レー
ザー金属蒸着による、連続層の製造を可能とする。従って、この本発明の発展形態におい
ては、部品の現在の高さは、先行する製造ステップにおいて既に達成された部品の高さ及
び現在製造されている層の高さによって決定されている。結果的に、本発明による方法の
実施形態では、好ましくは、部品の現在の高さ、又はそれに代えて若しくはそれに加えて
、そしてまた好ましくは、現在堆積されている層の高さが少なくとも１つの物理的な変数
として使用されてよい。
【００３６】
　本発明による方法では、本発明の有利な発展形態においては、レーザー金属蒸着用に供
給装置、特に粉末輸送機、が溶接材料のために使用され、少なくとも１つの物理変数は、
少なくとも、この溶接材料の供給流量又は材料流量、及び／又は供給装置の供給速度、及
び／又は前述の変数の１つ以上から派生した変数である。好適には、本発明による方法で
は、付加レーザー金属蒸着用に加工ヘッドが使用され、ここで供給装置は、理想的にはこ
の加工ヘッド内に収容されている。有利には、供給装置の材料流量又は供給速度又は派生
した変数は、加工ヘッド内で自動的に確定されるので、例えばセンサー等の検出手段をこ
の加工ヘッドの外側で使用する必要は全く無い。その結果、本発明による方法は、レーザ
ー金属蒸着の際に典型的な起伏のある周囲条件においても、安定かつ信頼性良く実施する
ことができる。
【００３７】
　好適には、本発明による方法では、少なくとも１つの物理変数は、少なくとも、レーザ
ーの出力及び／又はレーザーの焦点の寸法及び／又は前述の変数の１つ以上から派生した
変数である。
【００３８】
　好ましくは、本発明による方法の発展例においては、レーザー金属蒸着は熔融溜りを用
いて行なわれ、少なくとも１つの物理変数は、少なくとも、熔融溜りの寸法及び／又は熔
融溜りの温度及び／又はこれらから派生した変数である。好適には、熔融溜りは、カメラ
、特にＣＣＤカメラ、を用いて撮像され、画像処理を用いて熔融溜りの少なくとも１つの
寸法が確定される。レーザー金属蒸着用の加工ヘッドも使用されてよく、少なくとも１つ
の変数は、部品と加工ヘッドとの距離及び／又はこれから派生した変数であってよい。有
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利には、熔融溜りの寸法は、熔融溜りの温度と関係しており、熔融溜りの温度が高いほど
この熔融溜りの寸法が大きくなるようになっている。その結果、熔融溜りの少なくとも１
つの寸法は、この熔融溜りの温度に対する尺度となる。
【００３９】
　好適には、本発明による方法では、少なくとも１つのプロセス変数は、部品に対するレ
ーザーの焦点の位置及び／又はこの焦点の位置の時間的変化及び／又はこれらから派生し
た変数である。レーザーの焦点の位置及び／又はこの焦点の時間的変化を用いて、レーザ
ー金属蒸着の際の堆積速度及び／又は空間的な堆積形状を容易に操作することができる。
例えば、レーザー金属蒸着の際に、レーザーの焦点を合わせることにより又はレーザーの
焦点をぼかすことにより、部品上に溶融材料が厚く又は空間的に不均一に堆積されやすく
なる。その結果、本発明による方法によれば、堆積される層の高さ又は部品の特定の領域
における特定の堆積速度を要求に合わせることができ、即ち、まさに製造すべき部品の事
前に決定された幾何形状モデルに狙いを定めて、調整することができる。
【００４０】
　好適には、本発明による方法では、少なくとも１つの変数が、継続的に、即ち、連続的
に又は最大１００ミリ秒、好ましくは最大２０ミリ秒、そして好適には最大５ミリ秒、の
時間間隔で、有利には等時間間隔で、検出される。このようにして、本発明による方法で
は、レーザー金属蒸着に十分な、少なくとも１つの変数の連続的なフィードバックが保証
され、かくして、この少なくとも１つのプロセス変数は、十分に迅速に調整可能である。
【００４１】
　本発明の有利な発展例においては、本方法において、好ましくは１つの制御方法を用い
て、少なくとも１つのプロセス変数が、部品及び／又はレーザー金属蒸着のモデルからの
ずれが最大閾値未満に維持され、及び／又は極小とされるように調整される。その結果、
本発明による方法を用いて、部品を幾何形状的に高精度で製造することができる。とりわ
け好ましくは、本発明による方法では、この部品は層状に製造される。好適には、少なく
とも１つのプロセス変数が、部品の現在の高さが本発明による方法のプロセスモデルで予
測される部品の現在の高さに対応するように、調整される。これに代えて又は追加して、
そしてまた、とりわけ好ましくは、現在製造されている層は、レーザー金属蒸着のモデル
、例えばレーザー金属蒸着のＣＡＭモデル、から決定され、そして現在製造されている層
の高さが、所定の限度未満に、即ち、ほぼ一定に維持される。
【００４２】
　好ましくは、本発明による方法では、少なくとも１つの物理変数が制御変数となり、そ
して少なくとも１つのプロセス変数が調整変数となるような調節が行なわれる。好適には
、本発明による方法では、物理的な変数は、部品の現在の高さ及び／又は現在レーザー金
属蒸着で堆積されている層の高さである。
【００４３】
　もう１つの態様においては、レーザーを用いた、部品の付加レーザー金属蒸着用の製造
装置が提示され、この製造装置は、特に、付加レーザー金属蒸着のための本発明による方
法を実行するために、上述したように構成されている。本発明による製造装置は、溶接プ
ロセスの少なくとも１つの物理変数の検出用の少なくとも１つの検出手段、並びに検出さ
れた少なくとも１つの物理変数及び／又はその変化に依存する少なくとも１つのプロセス
変数の調整用の少なくとも１つの作動手段を備える。この少なくとも１つのプロセス変数
の調整の、検出された少なくとも１つの変数への、依存性は、好適には、本発明による製
造装置の制御装置を用いて制御される。
【００４４】
　本発明の有利な発展例においては、製造装置は、レーザー金属蒸着用の加工ヘッド並び
に加工ヘッドの部品からの距離の測定用に構成され及び／又はコヒーレンス断層撮影装置
を備え又はこのような装置と光学的に結合されている距離検出装置を備える。このように
して部品からの加工ヘッドの距離を非接触で測定することができる。有利には、既に本発
明による方法について上述したように、基準位置に対する加工ヘッドの位置が分かってい
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れば、部品と加工ヘッドとの距離から、加工ヘッドに向かう方向におけるこの部品の高さ
を容易に確定することができる。好適には、製造装置は、このような基準位置に対する加
工ヘッドの相対位置を検出するように構成されている。
【００４５】
　本発明による製造装置は、好ましくは、レーザー金属蒸着用の粉末状溶接材料を供給す
るための供給装置並びに溶接材料の供給速度及び／又は材料流量を検出するための検出手
段を備える。好適には、材料流量は、体積流量及び／又は質量流量として検出される。体
積流量は、特に、画像生成手段によって容易に検出することができる。
【００４６】
　本発明の有利な発展形態においては、製造装置は、レーザー金属蒸着の際に生じる熔融
溜りの少なくとも１つの寸法を検出するための少なくとも１つの検出手段及び／又はこの
熔融溜りの温度を検出するための少なくとも１つの検出手段及び／又はレーザーの出力を
検出するための少なくとも１つの検出手段を、備える。有利には、レーザーの出力は、例
えば、製造装置の好ましくは既存の、特にＰＣコントローラ又はＣＮＣコントローラの形
態の、制御装置によって検出可能な内部変数である。好適には、熔融溜りの温度を検出す
るための検出手段は、熔融溜りの少なくとも１つの寸法を検出するための検出手段を備え
る。これは、熔融溜りの寸法が熔融溜りの温度に依存していて、熔融溜りの温度が高いほ
どこの熔融溜りの寸法が大きくなるからである。好ましくは、少なくとも１つの寸法を検
出するための検出手段は、熔融溜りの画像を取り込む少なくとも１つのＣＣＤカメラを備
える。この寸法は、例えば好適に設けられている評価装置を用いて決定されてよく、これ
から、例えば事前に決定されている較正データを用いて温度を確定することができる。
【００４７】
　好適には、本発明による製造装置では、少なくとも１つの作動手段は、レーザーの焦点
の位置又はその変化の調整用の少なくとも１つの作動手段、及び／又はレーザーの出力の
調整用の少なくとも１つの作動手段を備える。既述したように、レーザーの焦点を合わせ
ることにより、空間的な材料堆積をとりわけ容易に操作することができる。好ましくは、
作動手段は、部品に対して相対的に可動な、例えば１つのレベル面内で又は３次元的に可
動な、製造装置の加工ヘッドである。
【００４８】
　好適には本発明による製造装置は、調整装置及び／又は制御装置を備えており、これら
は、少なくとも１つのプロセス変数を調整して、レーザー金属蒸着用の部品のモデルから
のずれ又はプロセスモデルからのずれが最大閾値未満に維持されるように、好ましくは極
小化されるように、構成されている。その結果、本発明のこの発展形態においては、部品
の予定される幾何形状設計の少なくとも一部が本発明による方法の制御変数となっている
。
【００４９】
　好ましくは、製造装置は制御部を備え、この制御部では、少なくとも１つの物理変数が
制御変数となっており、少なくとも１つのプロセス変数が調整変数となっている。
【００５０】
　上記の実施形態の態様は、所望により互いに組み合わせることができることは、おのず
から、明らかである。好適な、任意で選択される本開示の実施形態及び特別な態様が、従
属請求項、図面及び本願の記載で示される。
【００５１】
　本発明は、レーザービーム及び供給材料（「供給材料」又は「追加材料」ともいう。）
を用いた付加製造の監視及び／又は制御を提供する。使用されているセンサー原理は、距
離測定用の干渉法であり、例えば光学的な低コヒーレンス干渉法（Ｋｕｒｚｋｏｈａｅｒ
ｅｎｚ－Ｉｎｔｅｒｆｅｒｏｍｅｔｒｉｅ）である。この干渉法は、例えば製造される表
面の位置の決定用に、プロセスに先行して、及び／又は、結果として生じた堆積された材
料の表面形状の測定用に後続して使用されてよい。
【００５２】
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　以上により、本発明は、オンラインの（又はその場での）、幾何形状測定の形態でのプ
ロセス結果を正確に検査するためのセンサー技術を提供し、この結果、改善されたプロセ
ス管理、特に改善されたプロセス制御及び／又はプロセス調整を達成することができる。
【００５３】
　本開示の実施例が図に示され、以下に詳細に説明される。
【図面の簡単な説明】
【００５４】
【図１】本開示の実施形態による、固定された光学的測定ビームを有する、付加製造用の
装置の概略図である。
【図２】本開示の実施形態による、局所的に可動な光学的測定ビームを有する、付加製造
用の装置の概略図である。
【図３Ａ】本開示の実施形態による、固定された光学的測定ビームを有する、付加製造用
の装置の概略図である。
【図３Ｂ】本開示の実施形態による、固定された光学的測定ビームを有する、付加製造用
のビーム経路の概略図である。
【図４Ａ】本開示の実施形態による、局所的に可動な光学的測定ビームを有する、付加製
造用の装置の概略図である。
【図４Ｂ】本開示の実施形態による、局所的に可動な光学的測定ビームを有する、付加製
造用のビーム経路の概略図である。
【図５Ａ】本開示の更なる実施形態による、固定された光学的測定ビームを有する、付加
製造用の装置の概略図である。
【図５Ｂ】本開示の更なる実施形態による、固定された光学的測定ビームを有する、付加
製造用のビーム経路の概略図である。
【図６Ａ】本開示の更なる実施形態による、局所的に可動な光学的測定ビームを有する、
付加製造用の装置の概略図である。
【図６Ｂ】本開示の更なる実施形態による、局所的に可動な光学的測定ビームを有する、
付加製造用のビーム経路の概略図である。
【図７】本開示の更なる実施形態による、付加製造用の装置の概略図である。
【図８】本開示の実施形態による、付加製造方法のフロー図である。
【図９Ａ】光学的測定ビームの可能なガイドの概略図である。
【図９Ｂ】光学的測定ビームの可能なガイドの概略図である。
【図９Ｃ】光学的測定ビームの可能なガイドの概略図である。
【図９Ｄ】レーザービームに先行して、そして後続して、直線的走査動作を実施する光学
的測定ビームにより実施される測定の図示である。
【図１０】部品の３Ｄ印刷のための本発明による方法を原理のスケッチ図で概略的に示す
。
【図１１】図１０に示す方法による部品の３Ｄ印刷用の本発明による製造装置の一部を長
手方向断面で概略的に示す。
【図１２】図１０に示す方法による部品の３Ｄ印刷用の図１１に示す本発明による製造装
置の一部を長手方向断面で概略的に示す。
【図１３】図１０に示す方法による部品の３Ｄ印刷用の図１１及び図１２に示す本発明に
よる製造装置の詳細を長手方向断面で概略的に示す。
【発明を実施するための形態】
【００５５】
　以下では、特に明記しない限り、同じ素子及び同じ作用を有する素子には同じ参照番号
が用いられている。
【００５６】
　図１は、本開示の実施形態による固定された光学的測定ビームを有する、付加製造用の
装置１００又は付加レーザー金属蒸着用の製造装置の概略図を示す。装置１００は、レー
ザー金属蒸着ヘッドであってよい。
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【００５７】
　付加製造用装置１００は、加工ビーム又はレーザービーム１１２を用いる材料加工用の
レーザー装置１１０（例えばレーザー加工ヘッド）であって、レーザービーム１１２をワ
ークピース１０の加工領域に向けるように構成されているレーザー装置１１０；供給材料
を加工領域に供給するように構成された供給材料用の少なくとも１つの供給装置１３０；
及び、干渉計１４０を有する干渉計ユニットであって、少なくとも１つの光学的測定ビー
ムによりワークピース１０からの距離を測定するように構成されている干渉計ユニットを
備えている。装置１００は、実施形態によれば、加工方向２０に沿って可動であってよい
。加工方向２０は、ワークピース１０に関する装置１００の移動方向であってよい。特に
、この加工方向は水平方向であってよい。
【００５８】
　本発明によれば、例えば低コヒーレンス干渉計等の干渉計が、距離測定用に用いられる
。例えば、この干渉法は、加工すべきワークピースの表面の位置の決定のためのＬＭＤプ
ロセスに先行して、及び／又は、結果として生じる堆積された材料の表面形状の測定用に
後続して、使用されてよい。これにより、幾何形状測定の形態でのプロセス結果の正確な
計測用のオンラインセンサー技術が提供され、その結果、改善されたプロセス管理及び／
又はプロセス制御若しくはプロセス調整を達成することができる。
【００５９】
　図１に例示的に示されているように、干渉計１４０は、光学的測定ビームをレーザービ
ームに対して実質的に固定して提供するように構成されていてよい。しかしながら、本開
示は、これに限定されるものでなく、干渉計１４０は、例えば図２、４Ａ、４Ｂ、６Ａ、
６Ｂ及び７に示されているように、光学的測定ビームをレーザービーム１１２に対して動
的に、即ち、可動的に提供するように構成されていてよい。
【００６０】
　装置１００は、実施形態によれば、レーザー金属蒸着（ＬＭＤ）用に用いられてよく、
このレーザー金属蒸着では、ワークピース１０上に材料を堆積するためにレーザービーム
１１２及び供給材料が使用される。図１に示されているように、レーザービーム１１２は
、ワークピース１０の表面上に熔融溜り１４を生成する。例えばノズル１３２等の供給装
置１３０を用いて、供給材料（これは例えば金属粉末であってよい）が、この熔融溜り１
４に導入される。相互に溶接した材料領域が生成され、この材料領域は、現在対象となっ
ているワークピースに、例えば溶接ビード１２のような構造をもたらす。同様に、装置１
００は、いわゆる高速堆積溶接（Ｈｉｇｈ－Ｓｐｅｅｄ　Ｃｌａｄｄｉｎｇ）に使用され
てよく、この高速堆積溶接では、熔融溜りは全く生成されず、むしろ融解された粉末がワ
ークピース表面に当たり、そしてこのワークピース表面上に堆積される。
【００６１】
　装置１００、特にレーザー装置１１０、は、ワークピース１０上にレーザービーム１１
２を集束するための集束光学系１２０を備えてよい。集束光学系１２０は、１つの光軸を
規定する。例えば、集束光学系１２０は固定された焦点距離又は可変な焦点距離（ズーム
）を有する光学系であってよい。集束光学系１２０は、光軸を規定する少なくとも１つの
結像光学素子を備える。例えば、レーザー装置１１０の光ファイバーから出射される、発
散するレーザー光束が、コリメータ光学系により、平行なレーザー光束に変換され、この
平行なレーザー光束は集束レンズによってワークピース１０上に集束される。
【００６２】
　干渉計ユニットは、光学的測定ビーム（これはレーザービームであってよい）を用いて
、例えば干渉計１４０によって規定される基準点に関して、ワークピース１０からの距離
を測定するように、構成されている。干渉計１４０は、コヒーレンス干渉計、特に低コヒ
ーレンス干渉計、であってよい。干渉計を用いた距離測定は公知であり、詳細には説明し
ない。特に、干渉計１４０は、装置１００が加工方向２０に沿って移動される際に、及び
／又は測定ビームがワークピースの表面上を移動される際に、距離の変化を測定するよう
に、構成されていてよい。例えば、これによって表面形状測定を行なうことができる。
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【００６３】
　本明細書で記述されている他の実施形態と組み合わせることができる実施形態によれば
、干渉計ユニットは、加工領域からの距離を測定するように、構成されている。例えば、
堆積溶接ビードのような、本装置によって加工された領域の幾何形状の決定のために、表
面形状測定が後続して実施されてよい。この表面形状測定は、実施形態によれば、誤差検
出及び／又は１つ以上のプロセス入力変数の制御のために用いられてよい。例えば、プロ
セス入力変数は、粉末流量、ワイヤ送り量、プロセス速度、レーザー出力、ワーキングデ
ィスタンスなどであってよい。
【００６４】
　いくつかの実施形態においては、干渉計ユニットは、加工領域に隣接しているワークピ
ース１０の１つの領域からの距離を測定するように、構成されていてよい。この領域は、
このワークピース１０の未加工の表面であってよい。例えば、表面形状測定（例えばワー
クピース表面のｚ位置）が、基準測定として及び／又はプロセス実行用に、先行して用い
られてよい。
【００６５】
　本開示のセンサーシステムは、例えば低コヒーレンス干渉法等の干渉法に基づいている
。この目的のため、干渉計から測定ビームが、軸を外れて、固定的に又は可動的に提供さ
れる。或いは、この干渉計から提供される測定ビームは、加工レーザーの光学的なビーム
経路にカップリングされ、同軸に又はほぼ同軸に相互作用ゾーンの中へ、固定的に又は可
動的に集束される。
【００６６】
　いくつかの実施形態においては、干渉計１４０は、レーザー装置１１０のビーム経路か
ら分離された光学的測定ビームのためのビーム経路を備えていてよい。いくつかの実施形
態においては、干渉計１４０は、光学的測定ビームをレーザー装置１１０の光軸に対して
傾けて又は角度をつけて、ワークピース１０に向けるように、構成されていてよい。例え
ば干渉計１４０は、レーザー装置１１０のビーム経路から分離された光学的測定ビーム用
の軸外ビーム経路を備えてよく、ここで光学的測定ビームの斜め入射が例えば後続して行
なわれてよい。堆積溶接ビードの高さの測定が行なわれてよく、ここで干渉計１４０は、
固定されて後続して配置されていてよい。更なる実施形態においては、表面形状の測定が
、例えば１次元又は２次元の振動動作を用いて後続して行なわれてよい。更なる実施形態
によれば、干渉計１４０は、光学的測定ビームをレーザー装置１１０のビーム経路にカッ
プリングするように、構成されていてよい。光学的測定ビームは、レーザービーム１１２
に対して実質的に同軸であってよい。いくつかの実施形態においては、少なくとも１つの
供給装置１３０が、粉末ジェットを供給材料として放出するように構成されている。
【００６７】
　距離測定は、干渉計ユニットによって、固定された又は可動的な光学的測定ビームを用
いて、例えば加工レーザー若しくはレーザービーム１１２の周りを回転する測定ビーム又
はレーザー装置の光軸に対して任意に偏向された測定ビームを用いて、行なわれてよい。
これにより、堆積溶接ビードの高さを測定することができ、ここで干渉計又は光学的測定
ビームは、後続して固定されて（例えば加工方向２０に沿った単一方向で）配置されてい
てよい。更なる実施形態においては、例えば基材及び／又は堆積の高さの、先行領域及び
／又は後続領域での測定が（例えば固定配置され、加工方向２０に沿った単一方向で）行
なわれてよい。或いは、（例えばスキャナを回転して、多方向で）表面形状の測定が行な
われてよい。所望により、粉末密度（粉末流による光学的測定ビームの「乱れ」）の測定
が行なわれてよい。
【００６８】
　ここで記述されている他の実施形態と組み合わせることができる実施形態によれば、装
置１００は、更に、制御部を備え、この制御部は、干渉計によって測定された距離に基づ
いて、レーザー装置１１０及び／又は少なくとも１つの供給装置１３０を調整及び／又は
制御するように構成されている。この調整は、先行して及び／又は後続して実施される干
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渉法に基づいて行なわれてよい。
【００６９】
　典型的には、プロセス管理及び／又はプロセス実行は、干渉計によって測定された距離
に基づいて行なわれてよい。例えば、加工速度、レーザー出力、レーザー焦点、及び／又
は、粉末流量又はワイヤ送り量のような供給装置の操作変数は、干渉法に基づいて制御又
は設定されてよい。これに代えて又は追加して、干渉法は、装置で加工された領域、例え
ば堆積溶接ビード、の品質管理用に、実施されてよい。
【００７０】
　ここで記述されている他の実施形態と組み合わせることができる実施形態によれば、少
なくとも１つの供給装置１３０は、環状ジェット粉末ノズル、多重ジェット粉末ノズル、
及び軸外粉末ノズルからなる群から選択されていてよい。図１には、例示的に、軸外粉末
ノズル１３２（「横型粉末ノズル」とも呼ばれる。）が示されている。軸外粉末ノズル１
３２は、軽量で、簡単で堅牢なシステムであり、特に、到達しづらい溶接位置においても
良好なアクセス性を特徴としている。
【００７１】
　図２は、本開示の実施形態による、例えば回転する光学的測定ビームのような、可動光
学的測定ビームを有する付加製造用の装置２００を概略的に示す。
【００７２】
　いくつかの実施形態においては、干渉計１４０は、光学的測定ビームをレーザービーム
１１２に対して可動的に又は動的に提供するように、構成されていてよい。特に干渉計１
４０は、光学測定ビームをレーザービーム１１２の周りに回転させるように、構成されて
いてよい。光学的測定ビームは、ワークピース１０上で、２次元の輪郭、例えば円形の輪
郭、を走査してよい。これにより、例えば堆積溶接ビードの表面形状測定を行なうことが
できる。
【００７３】
　装置２００及び特に干渉計１４０は、駆動部２１０を備えていてよく、この駆動部は光
学的測定ビームをワークピース上を移動又は走査させるように構成されている。典型的に
は、干渉計１４０は、光学的測定ビームをワークピース１０に向けるための、この光学的
測定ビームを偏向させる例えばレンズや、ミラー又はウェッジプレート等の、１つ以上の
光学素子を備える。これらの１つ以上の光学素子の少なくとも１つの光学素子は、光学的
測定ビームをワークピース１０上を移動又は走査させるように、可動であってよい。或い
は、この駆動部は、機械的な駆動部、例えば回転駆動部、であってよく、この駆動部は、
光学的測定ビームをワークピース１０上を移動又は走査させるように、干渉計１４０を駆
動する。
【００７４】
　図３Ａ及び３Ｂは、それぞれ、本開示の実施形態による固定された光学的測定ビーム１
４２を有する、付加製造用の装置３００及びビーム経路の概略図である。
【００７５】
　装置３００は、環状ジェット粉末ノズル３３０を備える。特に、この環状ジェット粉末
ノズル３３０は、粉末ジェットを供給材料として出射するように構成されていてよい。光
学的測定ビーム１４２は、レーザービーム１１２に対して実質的に同軸であるか又は傾斜
していてよい。粉末ジェット１３４は、環状ジェット粉末ノズル３３０の外側の第１の点
又は第１の領域に向けられていてよく、この第１の点又は第１の領域は、ワークピースの
加工領域上に又はこの加工領域の上方にあってよい。レーザービーム１１２は、環状ジェ
ット粉末ノズル３３０の外側の第２の点（例えば焦点）又は第２の領域に向けられていて
よく、この第２の点又は第２の領域は、ワークピースの加工領域にあってよい。
【００７６】
　第１の点及び第２の点は、重なっていてもよく又は互いに離間していてよい。図３Ｂの
例に示すように、第１の点又は第１の領域は、環状ジェット粉末ノズル３３０の出口及び
／又は集束光学系１２０の出口の約２０ｍｍ外側（例えば下側）に配置されていてよい。
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第２の点又は第２の領域は、環状ジェット粉末ノズル３３０の出口及び／又は集束光学系
１２０の出口の約２３．５ｍｍ外側（例えば下側）に配置されていてよい。これらの数値
は、単に例示的なものであり、図３Ｂに示された実施形態をこれらに限定するものではな
い。第１の点及び第２の点は、垂直方向で上下に並べて配置されていてよい。光学的測定
ビーム１４２は、ワークピースの点又は領域に向けられていてよく、この点又は領域は、
上記の第１の点及び／又は第２の点に対し水平方向でずれている。
【００７７】
　図４Ａ及び４Ｂは、それぞれ、本開示の実施形態による可動な、例えば回転する、光学
的測定ビームを有する、付加製造用の装置４００及びビーム経路の概略図を示す。
【００７８】
　装置４００は、図３Ａ及び３Ｂを参照して説明したような、環状ジェット粉末ノズル３
３０を備える。この光学的測定ビームは、動的、即ち空間的に可動、である。特に、この
光学的測定ビームは、レーザービーム１１２及び／又は集束光学系１２０の光軸の周りを
回転することができる、この光学的測定ビームは、ワークピース１０上で、２次元の輪郭
２４２、例えば円形の輪郭、を走査してよい。これにより、例えば堆積溶接ビードの表面
形状測定を行なうことができる。光学的測定ビーム１４２は、レーザービーム１１２に対
して実質的に同軸であるか又は傾斜していてよい。
【００７９】
　図５Ａ及び５Ｂは、それぞれ、本開示の更なる実施形態による固定された光学的測定ビ
ーム１４２を有する、付加製造用の装置５００及びビーム経路の概略図を示す。
【００８０】
　装置５００は、多重ジェット粉末ノズル５３０を備える。多重ジェット粉末ノズル５３
０は、少なくとも２つの粉末ノズル５３２を備えてよく、これらのノズルは、それぞれ、
粉末ジェットをワークピース上の加工領域に供給するように構成されていてよい。典型的
には、この多重ジェット粉末ノズル５３０は、４つの粉末ノズル５３２を備え、これらは
互いに対して或る角度で配置されている。
【００８１】
　図５Ｂに示されているように、少なくとも２つの粉末ノズル５３２の粉末ジェット１３
４は、多重ジェット粉末ノズル５３０の外側の第１の点又は第１の領域に向けられていて
よく、この第１の点又は第１の領域は、ワークピースの加工領域上に又はこの加工領域の
上方にあってよい。レーザービーム１１２は、多重ジェット粉末ノズル５３０の外側の第
２の点（例えば焦点）又は第２の領域に向けられていてよく、この第２の点又は第２の領
域は、加工領域上にあってよい。光学的測定ビーム１４２は、レーザービーム１１２に対
して実質的に同軸であるか又は傾斜していてよい。
【００８２】
　この第１の点及びこの第２の点は、重なっていてよく、又は互いに離間していてよい。
図５Ｂの例に示すように、第１の点又は第１の領域は、多重ジェット粉末ノズル５３０の
出口及び／又は集束光学系１２０の出口の約１４ｍｍ外側（例えば下側）に配置されてい
てよい。第２の点又は第２の領域は、更に約０．８ｍｍ外側に、即ち、多重ジェット粉末
ノズル５３０の出口及び／又は集束光学系１２０の出口の約１４．８ｍｍ外側（例えば下
側）に、配置されていてよい。これらの数値は、単に例示的なものであり、図５Ｂに示さ
れた実施形態をこれらに限定するものではない。第１の点及び第２の点は、垂直方向で上
下に並べて配置されていてよい。光学的測定ビーム１４２は、ワークピースの点又は領域
に向けられていてよく、この点又は領域は、上記の第１の点及び／又は第２の点に対し水
平方向でずれている。
【００８３】
　図６Ａ及び６Ｂは、それぞれ、本開示の更なる実施形態による、回転する光学的測定ビ
ームを有する付加製造用の装置６００及びビーム経路の概略図を示す。
【００８４】
　装置６００は、図５Ａ及び５Ｂを参照して説明したような、多重ジェット粉末ノズル５
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３０を備える。光学的測定ビームは、動的、即ち、空間的に可動である。例えば、光学的
測定ビームは、レーザービーム１１２及び／又は集束光学系１２０の光軸の周りを回転す
ることができるか又はこれらに対して偏向して照射することができる。この光学的測定ビ
ームは、ワークピース１０上で、２次元の輪郭、例えば円形の輪郭、を走査してよい。こ
れにより例えば堆積溶接ビードの表面形状測定を行なうことができる。光学的測定ビーム
１４２は、レーザービーム１１２に対して実質的に同軸であるか又は傾斜していてよい。
【００８５】
　図７は、本開示の更なる実施形態による、付加製造用の装置７００の概略図を示す。装
置７００はワイヤを用いた堆積溶接用に構成されていてよい。
【００８６】
　ここで記述されている他の実施形態と組み合わせることができる実施形態によれば、少
なくとも１つの供給装置７３０は、ワイヤ７３１を供給材料として放出するように構成さ
れている。このワイヤ７３１は、例えば金属ワイヤであってよい。
【００８７】
　光学的測定ビーム７４２は、レーザービームに対して軸を外れて又は実質的に同軸で、
提供されてよい。分離されたビーム経路で提供される（例えば後続して斜め入射する）軸
外測定ビームを用いて、表面形状の測定が行なわれてよく、例えば１次元又は２次元の振
動動作を用いて後続する領域で行なわれてよい。同軸ビームの構成では、堆積溶接ビード
の高さの測定が行なわれてよく、ここで干渉計７４０が後続領域に固定されて（例えば加
工方向に沿った単一方向で）位置決めされてよい。更に、動的又は可動的構成の場合には
、表面形状の測定は、例えば回転可能に軸支された少なくとも２つのウェッジプレート７
４４を使用しつつ（多方向で）行なわれてよい。ここでは光学的測定ビーム７４２は、２
つのウェッジプレート７４４によって２つの部分ビームに分割される。その結果、例えば
、これらの部分ビームのそれぞれ１つが先行して１つが後続して移動され、こうして両方
の領域における表面形状が同時に検出される。
【００８８】
　図８は、本開示の実施形態による、付加製造の方法８００のフロー図である。本方法は
、ここに記載された付加製造用の装置を使用して実行されてよい。
【００８９】
　本方法は、ステップ８１０において、レーザービームをワークピースの加工領域へ向け
ることとこの加工領域への供給材料を供給することとを含む。本方法は、更にステップ８
２０において、干渉計を備える干渉計ユニットを使用したワークピースからの距離を測定
することを含む。
【００９０】
　図９Ａには、光学的測定ビーム１４２の直線的走査図１４４が示されている。ここでは
、光学的測定ビーム１４２は、先行した領域の位置と後続する領域の位置との間を前後に
、即ち、加工方向に対して平行に、移動され、このプロセスにおいて、溶接ビード１２の
幾何形状又はプロファイルが検出される。この直線的走査動作１４４の測定結果が図９Ｂ
に示されている。図９Ｂは、加工点又はレーザービーム１１２の直前及び直後での、加工
方向に沿った溶接ビード１２の高さプロファイルを示す。図９Ｃ及び９Ｄは、代わりの走
査動作１４４を示し、図９Ｃにおいては、光学的測定ビーム１４２は、例えば加工点又は
レーザービーム１１２の周りを円形に案内され、こうして先行領域及び後続領域において
、（連続して）測定が行なわれる。図９Ｄにおいては、２つの光学的測定ビームが一緒に
、加工点又はレーザービーム１１２の周りで円形に沿ってガイドされ、こうして先行領域
及び後続領域において同時に測定が行なわれる。更に、溶接ビード１２の側面の表面形状
が、この走査図に沿って検出されてよい。この走査図又は走査動作１４４は、加工方向に
沿って移動することができる。
【００９１】
　本発明の実施形態においては、光学的測定ビーム１４２は、以下の中央波長：１５５０
ｎｍ、１３１０ｎｍ、１０８０ｎｍ、１０３０ｎｍ及び８３０ｎｍの少なくとも１つを備
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えてよい。
【００９２】
　図１０に示す、本発明による付加レーザー金属蒸着の方法１０１０は、３Ｄ印刷法であ
り、これを用いて溶接ビード又は部品１０２０が、図１１及び１２に示された、本発明に
よる付加製造用の装置又は製造装置１０３５のレーザー１０３０を用いたレーザー金属蒸
着を用いて、製造される。
【００９３】
　本方法では、目的とする部品高が、部品１０２０のＣＡＤモデルから導出され、部品１
０２０の製造用のＣＡＭモデルに基づいて、レーザー金属蒸着を用いた層の堆積用の層の
高さ１０４０が決定される。この層の高さ１０４０は、本発明による方法１０１０の制御
変数となっている。
【００９４】
　この制御変数は、コントローラ１０５０に転送され、このコントローラは、目的とする
層高１０４０からレーザー金属蒸着用の一組のプロセス変数１０６０を決定し、これらの
プロセス変数は本発明による方法１０１０の調整変数として用いられる。ここに示された
実施例においては、これらのプロセス変数１０６０は、レーザー１０３０の光１０６５の
出力、レーザー１０３０の焦点の位置、及び本発明による製造装置１０３５のプロセスヘ
ッド１０９０のノズル１０８０を通る粉末状の溶接材料１０７０の材料流量を含む。
【００９５】
　このプロセス変数のセット１０６０を用いて、レーザー金属蒸着１０９５により、部品
１０２０が、溶接される。層の実際の高さ１０９６は、レーザー金属蒸着１０９５で生じ
、この高さは、部品１０２０とプロセスヘッド１０９０のノズル１０８０との距離によっ
て確定される。この確定は、光学的な干渉断層撮影装置１０９７を用いて行なわれ、この
装置を用いて、この干渉断層撮影装置の光源２１１０の測定光２１００が、レーザー金属
蒸着１０９５において部品１０２０の製造に用いられるレーザー１０３０のビーム経路２
１１５に、プロセスヘッド１０９０内で、カップリングされる。この際、レーザー１０３
０の光及び測定光２１００は、部分透過ミラー２１１７を用いて、それぞれ、レーザー１
０３０の光１０６５の下向きの方向ではノズル１０８０に向かって一緒にガイドされ、レ
ーザー１０３０の光１０６５の照射上向きの方向ではノズル１０８０から分離される。こ
のレーザー１０３０の光及び測定光２１００は、スペクトル的に一致しておらず、こうし
てこの測定光２１００は、このレーザー１０３０の光の成分によって殆んど妨害されずに
分析することができる。レーザー金属蒸着の際に起こる、光源２１１０の測定光２１００
の反射は、プロセスヘッド１０９０内のビーム経路２１１５へ戻る。このプロセスヘッド
１０９０内で、この反射はデカップリングされ、そして干渉法により、もともとプロセス
ヘッド１０９０に投入された光源２１１０の測定光２１００と比較される。この比較から
上記の距離が得られる。干渉断層撮影装置１０９７及びプロセスヘッド１０９０内に含ま
れる光学的ビーム経路２１１５は、このビーム経路２１１５に存在する光学素子を含め、
協働して１つの距離センサーを形成する。この距離センサー自体は公知であり、そしてこ
れはここで説明した溶接プロセスとは別の、特にレーザー溶接用の、Ｐｒｅｃｉｔｅｃ　
ＧｍｂＨ社のＩｎ－Ｐｒｏｃｅｓｓ－Ｄｅｐｔｈ－Ｍｅｔｅｒの溶接プロセスとして知ら
れているレーザー溶接で公知となっており、独国特許出願公開第１０１０２０１４０１１
５６９Ａ１号明細書に記載されている。
【００９６】
　この距離センサーを利用するには、得られた距離信号のフィルタリングが必要である。
というのも、レーザー溶接法における距離センサーの公知の上述の利用とは異なり、レー
ザー金属蒸着への距離センサーの利用には、ノズル１０８０から出て部品１０２０上に堆
積され、距離センサーの光学的信号の一部を遮断する粉末状の溶接材料１０７０の影響を
考慮する必要があるからである。というのも、この溶接材料１０７０は、干渉断層撮影装
置１０９７の光源２１１０の測定光２１００の大部分を吸収するからである。従って、距
離信号のフィルタリングは、本発明による方法の堅牢性を保証するものである。
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【００９７】
　フィルタリング用には、まず、ここでは２０ミリ秒の時間ウィンドウ、更に、特に図示
しない実施例においては４ミリ秒の時間ウィンドウ、に亘って、全部の検出された距離値
が記録される。続いて、これらの検出された距離値からフィルタ値が決定され、このフィ
ルタ値が時間的に連続する同じ２０ミリ秒（又は更なる実施例においては４ミリ秒）の持
続時間を有する時間ウィンドウに適用される。レーザー１０３０が停止している場合は、
片側の散乱のみが起こるので、ここでは最大値フィルタが使用され、この最大値フィルタ
は、測定された最も大きな距離値を実際の距離に対する基準として除外する。１つの時間
ウィンドウにおける測定された距離値の分析により両側の散乱が起こることが示されると
、大部分の測定データを集約する距離値が考慮される、即ち、測定データは、距離値の分
布における最頻値により、即ち、「モードフィルタ」により、フィルタリングされる。こ
のフィルタリングは、測定データの最も高い密度を有する距離値が熔融溜りからの距離を
信頼性良く示すという事実を考慮している。
【００９８】
　レーザー金属蒸着を用いて堆積された層の実際の高さ１０９６が、このようにして得ら
れた距離から、得られる。
【００９９】
　本発明による方法では、レーザー金属蒸着の更に他の物理変数が検出されてよい。こう
して、レーザー金属蒸着の際に生成される熔融溜り２１４０の温度が追加的に決定されて
よい。この目的のため、熔融溜り２１４０は、例えば製造装置１０３５のＣＣＤカメラ２
１５０を用いて観察される。熔融溜り２１４０の観察用に、熔融溜り２１４０からノズル
１０８０を通って加工ヘッド１０９０の光学的ビーム経路２１１５に到達した光の一部が
部分透過ミラー２１４５を用いてデカップリングされ、ＣＣＤカメラ２１５０に結像され
る。ＣＣＤカメラ２１５０は、製造装置１０３５の分析装置２１５５に接続されている。
分析装置２１５５は、アルゴリズムによって、ＣＣＤカメラ２１５０によって取り込まれ
た熔融溜り２１４０の画像を分析し、この熔融溜り２１４０の平均直径を決定する。分析
装置２１５５は、較正データを受け取り、この較正データを用いて熔融溜り２１４０の平
均直径からこの熔融溜り２１４０の温度が推定される。
【０１００】
　ＣＣＤカメラ２１５０及び分析装置２１５５は、加工ヘッド１０９０内に一体的に取り
扱い可能に収納されており、即ち、この加工ヘッド１０９０と一緒に、一体的に取り扱い
可能であり、こうして加工ヘッド１０９０及びそのハウジング（図１１、１２及び１３に
は図示されていない。）は、レーザー金属蒸着の際の過酷なプロセス条件から、ＣＣＤカ
メラ２１５０及び分析装置２１５５を信頼性よく保護する。
【０１０１】
　追加的に、ノズル１０８０を通る粉末状の溶接材料１０７０の一定に維持された材料流
量が検出されてよい。この材料流量は長い遅延時間を有し、素早いプロセスフィードバッ
クを制限するので、この材料流量は一定に維持される。加工ヘッド１０９０内の粉末供給
ライン２１６５における粉末センサー２１６０は、溶接材料１０７０の実際の材料流量を
観察し、これを体積流量として検出する。この体積流量の検出は、プロセス変数１０６０
の調整によって、溶接材料１０７０の体積流量の変化に基づく製造プロセスの調整を可能
とする。図示された実施例に使用されている粉末センサー２１６０は、光学的な流量計で
あって、この流量計は、（詳細には図示されていない）粉末輸送機の出口の断面のうち、
粉末状の溶接材料１０７０によって占められる面積の割合を確定する。この粉末輸送機は
、ノズル１０８０へ溶接材料１０７０を供給するために加工ヘッド１０９０に配置されて
おり、こうしてこの溶接材料１０７０は、レーザー金属蒸着用に公知のようにノズル１０
８０に到達し、部品１０２０に堆積されることができる。
【０１０２】
　ここで、体積流量の２次関数は、粉末輸送機の出口の断面のうち、粉末状の溶接材料１
０７０によって占められる面積の割合に比例する。ここで、レーザー金属蒸着１０９５の
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際に部品１０２０の目的とする幾何形状を正確に実現するように、溶接材料１０７０の体
積流量がコントローラ１０５０によって考慮される。
【０１０３】
　図示された実施例においては、コントローラ１０５０は、ＰＣシステムとして実現され
ている。これに代えて又は追加して、コントローラ１０５０は、図示された実施例以外に
対応する更なる実施例においては、ＣＮＣコントローラとして実装されていてよい。追加
的な外部のハードウェア及びソフトウェアの制御装置は、この更なる実施例においては不
要である。この際、プロセスセンサーが高速バスインタフェースを用いてこのＣＮＣコン
トローラに接続されている。
【０１０４】
　上述の検出された物理変数、即ち、層の実際の高さ１０９６、熔融溜り２１４０の温度
及び／又は溶接材料１０７０の体積流量に依存して、コントローラ１０５０は、レーザー
金属蒸着１０９５用のプロセス変数１０６０の調整されたセットを確定する。これらのプ
ロセス変数は、レーザー金属蒸着１０９５を用いて製造された部品１０２０の幾何形状の
ばらつきを極小とするように調整され、こうして起こり得るばらつきが、設定された許容
誤差閾値未満となるようにされる。この結果、部品１０２０は、高信頼性かつ堅牢に製造
される。
【０１０５】
　ここで記述されている他の実施形態と組み合わせることができる実施形態によれば、上
記の供給材料は粉末又はワイヤである。特に、本方法はレーザー金属蒸着（ＬＭＤ）のた
めの方法であってよい。
【０１０６】
　本開示によれば、レーザーに基づいた（粉末又はワイヤを用いる）付加製造は、加工レ
ーザーとワークピースとの間の相互作用ゾーン内又はその周囲における幾何形状的な距離
及び／又は表面形状の測定に基づくプロセスモニター及び／又はプロセス実行用の（固定
又は動的に偏向する）干渉法に基づくセンサー技術と組み合わされて提供されている。
【０１０７】
　例えば、光学的測定ビームは、レーザー金属蒸着ヘッドを通り、粉末流（粉末堆積溶接
）を貫通するか又はワイヤの付近を通過して、固定して照射されるか又は正確にかつ極め
て動的に移動され、こうして測定作業を連続して又は並行して実施することができる。測
定作業は、基準測定としての又はプロセス実行用の、先行領域での表面形状測定（ワーク
ピース表面のｚ位置）であってよい。また別の測定作業は、堆積された溶接ビードの幾何
形状の決定用の、例えば不具合検出用の、後続する領域での表面形状測定であってよい。
これらの測定結果は、プロセス入力変数（例えばレーザー出力、粉末流量、ワイヤ送り量
、プロセス速度）の制御用に使用されてよい。
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